
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

参加者（敬称略） 

《座長》 今野 浩一郎 （学習院大学経済学部教授）  

      内田 賢   （東京学芸大学教育学部教授）        

      大木 栄一  （玉川大学経営学部教授） 

 

《進行》 浅野 浩美  （雇用推進・研究部長） 

内藤 眞紀子 （雇用推進・研究部次長） 

      松田 忍   （雇用推進・研究部産業別雇用推進課長） 

   

内田 賢 × 今野 浩一郎 × 大木 栄一 

企業の経営戦略や人事戦略は、産業毎に違いがあるため、高齢者雇用で取り組むべき課題も異なることが
予想されます。そこで、当機構雇用推進・研究部では、産業団体に、高齢者雇用の問題に取り組んでもら
う「産業別高齢者雇用推進事業」（※１）（以下、「産業別事業」という） を実施しています。この事業を
手がかりに、高齢者雇用を進めていくうえでの課題とその解決に向けたヒントについて、今野浩一郎教授
（学習院大学）、内田賢教授（東京学芸大学）、大木栄一教授（玉川大学）から、座談会形式で、お話を伺
いました。 



 

 

浅野 当機構では、高齢者雇用を進めていく

ためにどうすればよいか検討し、これを推進

していくために、さまざまな取組みを行って

います。 

その 1つとして、企業を取り巻く経営環境

や経営管理、人事管理の方法には、産業毎に

違いがあることから、産業別高齢者雇用推進

事業を実施しています。この事業では、業界

団体に自ら高年齢者雇用問題に取り組んで

いただき、その業界の企業が高年齢者の雇用

推進に取り組んでいくためのガイドライン

を作成し、その内容を普及しています。 

 

 

 

 

本日は、これまでこの事業に携わった経験を

お持ちの先生方をお招きし、産業という切り

口から高齢者雇用の課題についてお話をお

伺いします。 

先生方には、その事業の運営状況を踏まえ

ながら、産業毎の特徴についてご紹介をお願

いできればと思います。また、産業別事業が

果たす意義やこの事業の課題などについて

も、あわせてお伺いしたいと考えております。

どうかよろしくお願い致します。それでは、

今野先生お願いします。 

 

 

 

 

図表 高齢化率と生産技能者比率の産業比較 

 

出典：「労働力調査」（総務省）平成 25年平均より作成 

注 1：赤線は全体平均（農林水産業除く） 
注 2：縦軸は全体に占める生産技能者の比率 
注 3：横軸は全体に占める高齢者（60歳以上）の比率 
注 4：（ ）内は、平成 18年度以降産業別事業の取り組み数 
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はじめに 



 

 

－効果的な対策は産業間で異なる－ 

 

今野 高齢者雇用の進め方において、産業別

にどのような点が異なり、どのような点が同

じなのか、多様性と共通性から、座談会をは

じめましょう。今回集まった 3人の中で、産

業別事業を最も多く引き受けている大木先

生に、口火を切ってもらいましょうか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

大木 難しいですね。まず産業に、共通した

問題からお話ししましょう。高齢者雇用を積

極的に進める場合には、60 歳代前半層を戦

力化する必要があります。定年をきっかけに

労働意欲は低下しますので、そうならないよ

うにするために、人事管理の整備が必要です。

そこには、産業の差はありません。 

 

今野 一般的に言えば、管理系職種の仕事内

容や手順などには、どの産業にも共通する部

分は多いですね。ただ、現業系の職種は、業

種によって大きく異なります。多様ですね。

その意味では、課題にも違いがあらわれます

し、効果的な対策にも違いが生まれます。 

 例えば、人事や経理財務などの管理系の仕

事は会社を超えて仕事に共通性があるので、

それらの分野で長い経験をもった高齢者の

活用方法あるいは活躍の仕方には共通性が

あるように思います。しかし、ホワイトカラ

ーでいえば、同じ営業でも扱う商品や顧客が

異なるので、あるいは生産分野では技術・技

能や対象とする生産物の特性が異なるので、

それに合わせた個別的な対応が求められる

ように思います。 

 

浅野 技術変化の速さなども、産業によって

違いがあり、それが対策に差をもたらすよう

に思いますが・・・・。 

 

今野 確かに産業によって違いはあります

ね。ただし、高齢期の社員には、技術変化に

対応する役割を期待していないでしょう。技

術変化の対応はもう少し若い世代の問題な

のではないでしょうか。 

１．高齢者雇用推進に向けた課題 

２ 

今野 浩一郎 
学習院大学経済学部教授 
主な著作に『高齢社員の人事管理－戦力化のための仕事・評価・

賃金』（中央経済社,2014）。人事管理論専攻。 

《これまで座長として関わった産別事業》 

分析機器製造業 

１．高齢者雇用推進に向けた課題 

２ 



 

 

内田 技術変化は若い人に任せて、高齢者は

そのマネジメント業務を担うという役割分

担にしているのが一般的です。例えば、ソフ

トウエア産業では、技術や言語の変化がある

システムエンジニアやプログラミングの業

務は若手が担い、高齢者はプロジェクト管理

を担うという分業関係になっています。 

 

今野 60 歳になって、産業構造を大きく変

えるような大きな技術変化があっても、その

大きな変化に対応することはかなり難しい

ように思います。となれば、高齢者の活用の

鍵は、配置管理上の工夫ということになりま

す。 

 

大木 技術革新の速度が速い産業において

も、古い技術が不要になるわけでありません。

古い設備を使いつづける顧客もいます。若い

人には新たな技術に対応してもらう必要が

あるため、その古い技術を用いた仕事を配分

するわけにはいきません。そのような仕事で

は、その技術をもつ高齢者が必要になってき

ます。棲み分けを意識して配置しています。 

 

内田 保証期間が長い製品もあります。その

期間が数十年単位になるという業界では、高

齢者がいないと対応できません。そのような

業界において高齢者の存在意義は高まりま

す。 

 

今野 高齢期には、技術変化に対して、新た

に能力を開発することによって対応する戦

略ではなく、配置を工夫するという戦略が主

となりますよね。古い技術は高齢者に対応し 

 

 

 

 

 

 

てもらうといったようにです。ただ、全体的

には、新たな技術に置き換わるため古い技術

をベースにした仕事は徐々になくなります

が。 

 

―高齢者雇用への積極性は異なる－ 

 

大木 先ほど、高齢者雇用を進めるときの対

策は共通していると言いましたが、そもそも

高齢者雇用に対する積極性は産業毎に異な

ります。 

２．高齢者雇用推進への取り組み意欲 

３ 

内田 賢 
東京学芸大学教育学部教授 
主な著作に「総論：これからのシニアの活用～多様化する高齢

者に柔軟な人事施策を～」『電気評論』(2015年)。人事管理論専攻。 

《これまで座長として関わった産業別事業》 

スクリーン印刷業、印刷業、金属工作機械製造業 

 

２．高齢者雇用推進への取り組み意欲 



 

 

人材不足の産業かどうかで積極性に差が

生じます。最近、建設業界の産業別事業に携

わりました。この業界は現在、非常に人材不

足であるため、高齢者の活躍だけでなく、本

音としては、むしろ若年者の採用・定着とい

った次世代の人たちへの対応をあわせて検

討したいという意向を持っていました。 

 

今野 人材不足に直面する産業では、高齢者

雇用問題を検討するときに、次世代の雇用対

策とセットで考える指向が強くなるという

ことですか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

大木 そうですね。 

 

今野 逆に言えば、人材不足が相対的に深刻

ではない産業の場合には、高齢者問題はそれ

単体の課題として扱う傾向が強まることに

なりますが、内田先生いかがでしょうか。 

 

内田 そうだと思います。また、業界が従業

員に要請する熟練度の違いも、取り組み課題

に違いをもたらします。自動車や電気産業な

どのマザーマシンを作る工作機械の場合に

は、高齢者に高いスキルを求めていますが、

定年後の労働条件の変化によって労働意欲

が下がってしまっています。高齢者の働きぶ

りが、現役世代の労働意欲に影響を与えます。 

 

今野 その業界でも、高齢者雇用を検討する

ときに、同時に次世代の問題も扱うことへの

ニーズは高かったわけですか。 

 

内田 そうです。 

 

浅野 また産業によって高齢化の進展状況

が異なります。この違いも高齢者雇用への取

り組み姿勢に違いをもたらしているように

感じます。 

今野 若い人が中心の産業であれば、高齢者

雇用の関心は薄いですよね。 

 

大木 高齢者雇用は、直近の課題ではなくな

ります。10年先を見据えた対策となります。 

 

今野 しかし多くの企業では、10 年先のこ

とを真剣に考えませんよね。若い人が中心の

大木 栄一 
玉川大学経営学部教授 
主な著作に「管理職の部下育成行動と職場での人材育成に関する

パフォーマンス－小売業の売場マネージャーなどの売場管理者に注

目して」『日本労務学会誌』第 15巻第 2 号(2014年)。人的資源管理

論・人材育成論専攻。 

《これまで座長として関わった産業別事業》 

プラントメンテナンス業、豆腐・油揚製造業、葬儀業、とび・土工

工事業、地方新聞業、機械土工工事業 

４ 

２．高齢者雇用推進への取り組み意欲 



 

 

産業であれば、本格的に高齢者雇用対策を検

討しないでしょう。行政機関が、先のことを

考えて、今から対策を打ちましょうと言って

も、ピンとこないと思います。 

今、若手中心の業界団体の事業に携わって

おります。そこでは「高齢者の人材活用方法

を構造的に変えよう」という議論は成り立ち

ません。しかし、議論を進めていくと、「高

齢者は予想以上に活躍できるんじゃないか」

ということに気がつきます。若い人が中心の

産業では、この「プラスα」になるという意

識をもってもらうことが重要です。それらの

成功事例を業界全体で共有すると、業界全体

の高齢者雇用のレベルは高まっていきます。 

 

－産業別事業は主に２つに大別できる－ 

 

大木 高齢者雇用について考えてもらうた

めに、業界団体に委託する意義は大きいです

よね。企業に個別で伝えることには限界があ

ります。一方で、業界団体には大規模企業も

小規模企業も参加しています。小規模企業に

直接、行政機関等が情報提供する 

ことは難しいですから、業界団体を経由した

伝達には、効果があると思います。 

 

浅野 業界団体も、参加企業規模や事務局の

組織構成など、多様ですよね。 

 

大木 産業別事業に積極的な団体もあれば、

そこまで熱心でない場合もあります。そのな

かで高齢者のみを検討しましょうと言って

もぴんと来ません。業界が抱える問題やニー

ズを十分に把握し、高齢者雇用問題も同時に

考えるようにすれば、業界団体の意欲も高ま

ります。葬儀業の取組みに携わったことがあ

るのですが、この団体は、熱心でした。高齢

者雇用はもちろん、高齢期に至るまでの人材

育成にも積極的でした。 

 

今野 業界団体の組織能力も影響している

ようですね。 

 

大木 そうですね。 

 

３．産業別事業の効果と展望 

５ 

３．産業別事業の効果と展望 



 

 

今野 私が携わった業界団体にも熱心なと

ころがありました。ハイテク産業や環境対策、

医療分野など、いろいろな産業で行う先進的

な技術開発に必要不可欠な機器を製造して

いる分析機器工業会というところなのです

が、団体内に「労務委員会」が組織されてい

ました。日頃から、労務問題を各企業の人事

担当者が、集まって話し合っていました。組

織の潜在能力が高いわけです。そのような団

体は、産業別事業においても、自律的に対策

を考えていきます。ガイドラインを作成した

だけでなく、賃金制度の改定案も作成しまし

た。 

 

内田 日本工作機械工業会も同じく、組織能

力が高い団体でした。産業別事業による検討

後も、自主事業でさらに高みを目指す検討を

進めています。 

 

大木 高年齢者の問題や雇用問題に熟達し

ている団体もあれば、そうでない団体もあり

ます。はじめて、雇用問題を全面的に考える

団体もありました。そのような団体からは、

産業別事業をやってみてよかったという声

をよく聞きました。「はじめて学ぶ高齢者雇

用」というコンセプトで事業に取り組んでも

らいましたが、自分たちの力で考えてもらう

ことによって高齢者雇用の気運は高まりま

すし、課題なども具体化され、意義は大きい

なと思いました。 

 

今野 今までの議論を踏まえますと、産業別

事業は 2つに大別できそうですね。「気づく」

ことに力点を置く場合と、「問題解決」に力

点を置く場合です。前者を「気づき型」、後

者を「解決型」と呼べそうですね。 

 

大木 分析機器工業会は「解決型」ですね。

「解決型」はレベルが高いですね。事業運営

にあたり人事制度の専門家が必要になりま

す。 

 

今野 2つのパターンをもとに、産業別事業

を進めていく上での進め方も整理できそう

ですね。はじめて受託する団体は何から手を

つけたらよいのかわかりませんので。 

 

浅野 「気づき型」の場合はどうですか。 
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３．産業別事業の効果と展望 

浅野 浩美 
雇用推進・研究部長 

 



 

 

今野 高齢者雇用をきちんと考えましょう

という雰囲気を業界全体に浸透させること

が最初の目的になります。そのためには、高

齢者を上手に活用している企業の話を聴い

て、うまく活用しているパターンを洗い出し、

その結果を他社に広めることが必要になり

ます。今は、ガイドラインを作ったあと、業

界団体でセミナーを実施してもらっている

のですが、できれば、もっと小規模でお互い

に話し合うワークショップを開くことが考

えられます。 

 

内田 実質的には研修会ですね。 

 

今野 機構は、「気づき型」と「解決型」の

典型例を示すとよいと思います。また、いず

れの型であっても高齢者雇用の状況を捉え

ることは共通しています。そこは標準化して

も良いかと思います。各業界の状況を横並び

で捉えることにもつながります。 

浅野 「解決型」に展開する場合には、どの

ような条件が必要になるでしょうか。 

 

今野 制度改善に到達するには、専門家の参

画が必要となりますので、高年齢者雇用アド

バイザー（※２）などの専門家に依頼するほ

かなさそうですね。 

機構には、高年齢者雇用アドバイザーが用

いるツールもありますので、それらを用いて、

業界団体の課題を抽出したり、対策の考え方

を提示することができるのではないでしょ

うか。機構は高齢者雇用問題に、ずっと取り

組んできていますので、その資源を有機的に

結びつけて高齢者雇用を推進することが、よ

り一層、重要になると思います。 

 

浅野 機構への宿題をいただいたところで、

本日の座談会は終了致します。ありがとうご

ざいました。 
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３．産業別事業の効果と展望 



 

 

 

《参考》

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※１《産業別高齢者雇用推進事業とは》 

機構では、高齢者雇用を効果的に推進することを目的に、｢産業別高年齢者雇用推進事業｣

を実施しています。事業では、産業団体が団体傘下の企業とともに高齢者の雇用推進のため

に解決すべき課題等について検討を行い、高齢者活用に必要な事項を「産業別高齢者雇用推

進ガイドライン」としてとりまとめ、会員企業などへの普及啓発も実施しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※２《高年齢者雇用アドバイザーとは》 

 機構では、各都道府県支部に、高齢者雇用問題に精通した経営コンサルタント、中小企業

診断士、社会保険労務士等、専門的・実務的能力を有する人材を「高年齢者雇用アドバイザ

ー」として配置し、高齢者雇用を進めようとする企業が抱える課題（賃金・退職金制度を含

む人事管理制度の見直し、職業能力の開発及び向上、職域開発・職場改善等）に関する相談・

援助を行っています。 

 高年齢者雇用アドバイザーが企業を訪問し、高齢者の雇用管理に関する課題の発見・整理

や問題解決のための手順・方法などに関して無料で、具体的かつ実践的な相談・助言を行い

ます。 

さらに、有料のサービスとして、相談助言で明らかになった個別具体的な課題について、

企業からの要請に基づき実践的な改善策を提案する「企画立案サービス」や、高齢従業員の

戦力化を支援するための「就業意識向上研修サービス」を実施します。 

詳しくは最寄りの都道府県支部（高齢障害者業務課）にご連絡ください。 
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参考 



 

 

 

《ご案内１》産業別高齢者雇用推進事業の類型 

 

《ご案内２》高齢従業員がいきいきと働くためのヒント集 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

産
別
事
業
の
運
営
方
法 

事業 

類型 
気付き型 解決型 

実施 

目的 

①高齢者雇用にも目を向けて考えましょうという 

雰囲気を業界全体に浸透させること 

 

②高齢者を上手に活用する成功事例を抽出し、 

その結果を他社に広めること 

高齢者雇用の問題について 

自律的に対策を考え解決策 

を導き出すこと 

成果 

普及 
ワークショップや研修会を広い範囲で実施 

人事制度の設計等、 

解決策を普及するため、 

広く研修・報告会を実施 

 

参
考
に
な
る
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン 

産業 

分類 
金属工作機械製造業 葬儀業 分析機器製造業 

ガ
イ
ド
ラ
イ
ン 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

団
体 

一般社団法人日本工作機械工業会 全日本葬祭業協同組合連合会 一般社団法人日本分析機器工業会 

産業別高齢者雇用推進ガイドラインをより一層活用していただける

よう、平成 20 年～26 年度に策定したガイドラインの中から事例や提

言を抜粋し、新たに「産業別高齢者雇用推進ガイドラインのご紹介」とし

てテーマ別（方策別）に編纂いたしました。 お読みいただいた皆様に高

齢者の能力を有効に活用するためのヒントとしてご活用いただければ幸

いです。 

９ 

ご案内 

○企画・編集：渡部、荻、保川（産業別雇用推進課） 

○ 題 字 ：朝香（研究開発課） 


